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第４5回全国交流集会は、横浜市の神奈川県立「あーすぷらざ」で開催され、29 団体、78人（延

べ 115人）が参加した。 

当集会の横浜開催はこれまで 5 回あったが、当会場では 5 年前の 2014 年 10 月に続き 2 回目とな

った。この間当該地区の横浜環状道路（圏央道）の進捗状況概要は次のとおりである。5年前には当

局による土地収用法に基づく事業認定申請に向けた事業説明会が強行された。これに対し住民は意

見書の提出、公聴会での意見陳述を行い法的範囲内で本計画の白紙撤回・抜本的見直しを拠り所に

抵抗を試みたのである。抵抗も空しく翌 15 年 10 月に不本意ながら事業認定された。その後事業説

明と工事説明が各工事区域で行われた。連協加盟沿線区域では都市計画決定から 20 年間にわたり、

工事の着工を一切許すことはなかったのである。事業認定決定を契機に連協の運動方針は白紙撤回

から大きく転換し、当局の事業認定に基づく具体的な工事に対し厳しく対応し住民の環境への影響

や不安を取り除くべく国交省、NEXCO東日本、横浜市と質問回答会議を随時開催し意見交換の場で依

頼・要求等を行ってきた。そして今も継続中である。 

 こうして素案発表から 30 年以上を経過した現在、建設計画区域全線で工事が着工されることに。

この間運動の最大の成果としては30年間高速道路を造らせることなく住環境が守れたことは住民の

自負するところである。圏央道では裏高尾をはじめあきる野等々で何十年にもわたって建設阻止の

運動が展開されてきたが、横浜を含め数年後に全線開通を余儀なくされることに対し今なお多くの

関係者は 忸怩
じ く じ

たる思いがあるのではないだろうか。 

本集会ではこれまで全国で繰り広げられてきた「住民参加の道路事業」の中で「住民が主人公で

あったか、何を未来に伝えるか！」をテーマに分科会で取り上げることとした。全国で住民参加の

事業を展開してきたが、その中で住民が参加したがうまくいかなかった事例、住民の参加により良

かったこと等を踏まえ住民参加への提言など何を未来の運動に伝え、いかに進めていくかのヒン

ト・助言に少しでもつながればとの思いからの企画であった。これは道路住民運動の現状の問題点

を明らかにするとともに将来の方向性と展望を切り拓くことに役立つことを切に願うものである。 

 近年、大規模な災害が相次いでいる。今年に入っても台風・豪雨による河川の決壊、氾濫など風

水害の激甚化は、多くの犠牲者と被害を出したのは記憶に新しい。地球規模での気候変動が影響し

ていることは否定できない。自然災害が多発する日本列島で、国民の命と財産を守ることは政治の

要
かなめ

であり、従来の延長線上ではない、防災・減災対策の抜本的な強化が求められるところである。

こうした状況のもと公共事業を、これまでのように大型開発・新規事業優先ですすめていいのかが

問われている。私たちは、安全・安心の防災・減災対策、老朽化対策を公共事業の基本に据える抜

本的な改革が必要だと考える。そして実現化するために全国の市民運動と連帯して国等行政に訴え

ていくことをここに宣言する。 
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